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産業社会の中の組織

経営組織と市場システムの統一的理解のためにｰ
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西　岡　健　夫

は　じ　め　に (考察対象の限定)

　本稿では，全体社会（現在は産業社会と特色づ

けられる）の中での組織について考察する．す

なわち，他のものから組織だけ切り放して，そ

の内部の構造・過程を取り上げたり，組織の方

から見て環境との関連を検討したりするのでは

なく，むしろ全体社会の方から全体社会の文脈

のもとで体系的に組織を考察する．その後で，

組織の問題点とそれへの対処についても考えて

みたい．

　組織と言っても，組織一般を対象にするわけ

ではない．主な考察対象は経営組織（企業）で

ある．しかし，学校，病院，行政機関，協同組

合などの組織は視野に入れて考察する．それら

はいずれも，いわば「職場としての組織」とし

て企業と共通点を持っているからである．職場

としての組織というのは，大部分の成員がそこ

へ生計をたてるために参加し，そういう成員に

よって運営されるような組織のことである．こ

の点から言えば，労働組合，消費者団体，自治

会，同窓会，勉強会, PTA,趣味クラブなど

は職場としての組織ではない．したがって，そ

れらは一応考察対象には含めない．

　企業をはじめとする「職場としての組織」を

全体社会の文脈で考察しようとすると，全体社

会としては経済財交換の場，すなわち，市場シ

ステムの機能する場を想定しておけばよい．そ

こが，各組織が主として生活のために必要物を

交換する場だからである．そこでは，原則とし

て各個体（組織，個人）に経済活動の自由が与

えられ，財の需給・価格の調鉱　ひいては個体

の利害の関整は基本的には需給原理にゆだねら

れる．

　ここまでは，組織とその活動の場を，いわば

「図と地」のようなイメージで関連づけて述べ

てきたが，実は両者には連続性が見られる．そ

こから，取引コストの経済学が言うような，組

織と市場の代替性が出てくる．以下，こうした

ことも念頭に入れて考察していきたい．

　　　組織の生成と拡大（準備的考察）

　組織の本質という重いテーマに取り組む前に，

その準備として，組織の生成と拡大について概

観し，あわせて，人問社会のニーズと組織との

閉連についても見ておきたい．

　ひとはなぜ，どんな場合に組織をつくるのか．

一般的には，特定の目的を達成しニーズを満た

すのに，単独では不可能な時に組織をつくる．

また，不可能でないまでも組織をつくっで協力

する方が容易にでき，効率があがる時に，組織

をつくる．市場との関連で言えば，｢外部性の

合併解｣のような｢市場の失敗｣の克服は前者の

o　伊丹･Ill］護野・伊藤編r日本の企業システム

　第4巻企業と市場J （有斐閣）,本稿執筆に際し，

　内部組織の経済学を参考にしたが，単に組織と

　市場の代替性（経済性の観点）にとどまらず．

　より広く一般的に経営組織と市場システムとの

　関連を探ろうと努めた．
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例，また，取引コスト軽減のための垂直的提携

は後者の例として挙げることができよう．

　次に，なぜ組織は拡大するか．組織は，それ

の提供物に対するニーズが強くなっ犬時に拡大

するのは当然として，組織拡大（合併も含む）

の原因を組織サイドの動機に即して見れば，ス

ケールメリット追求，競争回避，シナジー効果

発揮，取引コスト低減，パワー・勢力増大，威

信獲得，既得権（社会に根をおろすことによる）

獲得などが考えられる．また，成員へのインセ

ンティブ（地位，所得，組織知名度向上による威信

など）提供のためにも組織は拡大するし，パー

キンソンの法則が働いて結果的に組織が膨張す

ることもある．さらに，競争の結果としての寡

占・独占，併呑・統合や，ガルブレイスの言う

対抗力の発生も，組織拡大の原因となる．

組織拡大のパターン

　組織拡大のパターンは，まず，組織が漸次拡

大していく場合（インクレメンタルな拡大）と，

階段的に拡大する場合（他の組織との結合）とに

分けられる．

なお，組織の拡大を扱おうとすれば，規模を計

る尺度を明らかにしておかねばならないが，尺

度としては，成員数，資金気設備，取引高な

どが考えられる．こうした尺度によって同一組

織の異時点開比較や，同分野の他組織との比較

が可能になる（異分野間の比較は尺度が難しいが）.

　次に，組織拡大の方向を見ると，同分野での

結合と，異分野との結合かおる．異分野結合に

ついては，垂直結合，関連分野結合，非関連分

野結合に分かれ，垂直結合はさらに川上と川下

に分かれる．整理すると，次図の通りになるが，

例示はあくまで一応のものである（例えばネッ

トワーク組織は必ずしも非関連分野でないかもしれ

2）今井賢一・伊丹敬之・小池和男『内部組織の

　経済学j（東洋経済新報社, 1982）
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ない）.また，結合の強度にはゆるいもの（提携

など）からきついもの（合併）まで相当な幅か

おる．組織拡大あるいは組織化の動機・意図は

先に述べたが，上図では，例えば合併ではス

ケールメリット追求や競争回避，垂直結合では

取引コスト低減（内部糾織の経済学）,多角化で

はシナジー効果が主として問題にされる．

人間社会のニーズと組織

　ここで，ずっと問題をさかのぼって，そもそ

も人間社会でのニーズ充足と組織とはどんな関

連かおるかを見ておく．

　人間の持つ様々のニーズは，自給自足かまた

は交換（社会的分業）によって満たされる．分

某が細分化し交換の輪が拡大した現代社会では，

交換により互いにニーズを満たしあうのが普通

である．経済（私的財）について言えば，市場

システム下での財・サービス交換がそれである．

　一方，ニーズは，単独（個人）でかまたは組

織をつくって満たされる．後者の組織形成が本

稿のテーマであるが，組織の時代と言われる現

代社会では，専門組織によるニーズ充足が一般

的である／下図で，自給自足一組織形成の組合

せは，例えば協同組合，セルフヘルプグループ，

昔のムラがそれにあたる．

3）A. Grandori, PERSPECTIVES　ON　OR-

　　GANIZATION　THEORY （Ballinger　Pub-

　　lishingCo.,1987）,Chap. 3.
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　ところで，人間社会のニーズは様々の分野に

分かれる．例えば，経済（衣食住をけじめとする

生活）,育児・教育，文化，医療，福祉，治

安・防衛，環境・安全，宗教などに分けること

ができるが，最も根底には種の保存があると見

てよい．また，様々の機能を社会全体として調

整するものとして政治かおる．このようなニー

ズは，先述のようなパターンで充足されるわけ

だが，農業社会ではニーズの多くを家族が満た

していた．つまり，家族は複合機能を担ってい

た．それに対して分業・交換経済の進展した産

業社会では，それぞれのニーズを専門の機能集

団（＝組織）が分担するようになっている．ま

た，それぞれの分野領域には機能集団だけでな

く，制度が対応してニーズ充足に貢献している．

経済制度，教育制度，行政制度，家族制度など

がそれである．

　ニーズ充足は，商品として供給されるもの

（私的財）と公的に供給されるもの（公共財）に

分けて考えることも重要である．私的財と公共

財とははっきりと分けるのは難しいが，一応は

私的財は市場原理に従い企業によって供給され，

公共財は社会的公正や社会の長期的発展を考慮

して公的機関によって供給される．と考えてよ

い．

　人問のニーズ・欲求はまた，生存，地位・名

誉・権力，一体化・愛情，遊び・ゲーム，蕩尽

というように分けて考えることもできる．上記

のどのニーズ分野（経済，教育，福祉など）にお

いても，これらの欲求充足が重ね合わさって係

わってくる．例えば，企業は経済の分野で，社

会が必要とする財・サービスを供給する機能集

団であるが，そこでは，地位・名誉・権力の追

求が行われたりご一体化や，遊び・ゲームの欲

求が満たされたりもする．

　以上，要するに現代の産業社会では，様々の

ニーズを充足するため，それぞれ専門の機能集

団（絹織）がつくられて社会的分業を行い，交換

O　拙著『経営と社会J （追手門学院大学経済学

　会研究言書　第4号, 1991）,第一章
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の場（私的財については市場システム）で互いに

交換しあうことによりニーズを満たしあってい

る．一般に機能を果たすには，それに最適の構

造が必要とされるが，現代産業社会では，種々

の機能集団による分業・交換が，「構造と機能」

の最適マッチングと考えられている．本稿では，

人間社会全体の中で以上のように位置ずけられ

る機能集団（組織）を取り上げているわけであ

る．

組織の本質

　さて，組織の本質という重いテーマについて

考えてみる．組織は，単独ではできないか，で

きても効率の悪いことを協働してなしとげるた

めのしくみである．そこには，まず協働の目的

かおり，その目的を達成する手段として役割シ

ステムがっくられる．この点が，単なる［仲間

の集まり］としての集団と異なるところで，社

会学では目的集団とか，あるいは機能集団（目

的を果たすことは何らかの機能を担うことでもある

から）と呼ばれる．

　協働の目的，すなわち組織目的は，参加者

O攻員）が力を合わせて達成しようというもの

で，各成員の個人目的とは異なる．例えば，自

動車会社に参加しても，個人としては自動車の

生産販売に関与するだけでなく，むしろそれを

通じてカネや地位・名誉を得たり，遊び・ゲー

ム欲求を満たしたりすることに関心かおるかも

しれない．しかしそれでも，組織の一員として

は当然組織目的達成のために協力し協働する．

組織目的は組織レベルの独白のもので，個人目

的とは異なるし，その総和でもない．

　組織は個人の単なる集合ではなく，それ以上

のものである．組織目的達成のための活動は，

各成員が分担するが，あくまでも組織の名にお

いてである．つまり，交渉にせよ契約にせよ，

協調にせよ競争にせよ，そうした行為の主体は

組織であり，行為に対する責任も組織がとり，

成果も組織の成果になる．また，組織は独自の

行動文化（社風，しきたり，伝統，価値観など）を



-

24 － 追手門経済・経営研究

持つ．その結果，あそこは明るい組織だとか，

誠実な組織だとか言われたりする．そこでは擬

人化がなされており，組織自体が全体として自

然人と同様に主体としてとり扱われている．さ

らに，組織は成員が入れ替わっても，アイデン

ティティを失うことなく存続してゆく．歴史上

典型的な例としてはカトリック教会かおる．

　このように，組織は個体（個人）の単なる総

和ではなく，個体レベルでは見られない全体性

が創発したものである．つまり，主体として認

識できる独自の存在であり，その結果，例えば

法律では法人格が与えられているのである．

　現代社会では，組織は社会的分業システムの

中で特定の機能を専門的に担っている．つまり，

先に述べたように人間社会の種々のニーズの分

野ごとに，それぞれ専門の組織（機能集団）が

対応している．なお，組織と同じく種々のニー

ズ分野ごとに対応してニーズ充足に寄与してい

るものに制度かおるが，制度はそれぞれのニー

ズ分野における一連の規範・ルールのセットで

ある，また制度は，当然のことながら組織のよ

うに統一意思を持ち行為・責任の主体とならな

い点て，組織とは異なっている．

　ここで，広く受け入れられているバーナード

の組織の定義を見れば，組織とは, A system

of consciously coordinated activities or

forces of two or more persons となっている．

すなわち組織とは，参加者の活動が意識的に調

整されるシステムである．参加者の活動が調整

されるのは，目的に沿ってであるから，組織は

まず独自の目的を持った主体的な集団であるが，

この点はすでに述べた．そこで次に，意識的に

調整される点について見てみると，その調整に

5)このことは，個人には責任が無いという意味

　ではない. R. A. Buchholz, BUSINESS EHICS

　(Prentice Hall, 1989), Chap. 8

6)社団法人と民法上の組合を比べてみれば，こ

　のことはよくわかる.

7)　p. Horton　and　C. Hunt, SOCIOLOGY

　(McGraw-Hill, Inc., 1984), Chap. 9
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よって参加者は何らかの「拘束」を受ける．組

織をつくる，組織に入るということは，拘束を

受ける，フリーハンドの自由が無くなるという

　　　　　　8)ことを意味する．もっとも，この拘束はだれも

が受ける．つまりお互いに拘束し制御しあうわ

けで，その意味では，組織は参加者の相互制御

のしくみとも言える．

　しかし，組織の中で受ける拘束は，どの参加

者にとっても同じではない．参加者によって拘

束に強弱の差かおる．それは，組織は目的達成

のため専門化・階層化を進め，権威によって全

体を調整・統合するしくみだからである．この

意味で組織はミニ計画経済国家のようなもので

ある．組織内の調整・統合担当者（リーダー，

階層の上位者）が単に情報の集積・発散点つま

り情報センターとしての役割しか果たさないな

ら，権威とか上下関係とかはあまり問題になら

ないだろう．しかし，組織のリーダーには，価

値判断，倫理的判断，あいまいさの解釈，甲か

乙か判断がつきかねる時の決断がゆだねられる．

そのため，権威・上下関係の問題がどうしても

ついてくる．もちろん，リーダー・上位者の権

限は受容されて権威となっていなければ，組織

は動かない．つまり，下位者は一方的に服従す

るわけではない，また，下位者の歯車化を避け

るような方法（人間関係論的な方法など）は講じ

られている．だが，自由な活動が認められ，調

整は市場原理にゆだねられる市場交換の場とは

基本的に異なっている．

　組織の参加者は一様ではない．組織に一定の

活動を提供する個体を参加者と見ればよいのだ

から，参加者は様々である．企業なら，経営者，

従業員だけでなく，出資者，顧客，取引先など

も含めてよい．また大学なら，教員，職員だけ

でなく，非常勤講師，学生，公開講座受講者な

8）C. I.バーナード『経営者の役割』（山本安次

　郎・田杉競・飯野春樹訳，ダイヤモンド社，

　1980）

9）市橋英世r組織行動の一般理論』（東洋経済

　新報社，1978）
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ども含めて考えることができよう．もちろん，

参加者によって役割が異なるのは当然として，

参加ないし関与の程度や期間，帰属意識の強度

なども異なる．

　このように条件を異にする参加者が参加して

組織は形成される．そのため，どこまでが組織

なのか，どこが組織の境界なのか判別するのが

難しいように見える．しかし，組織目的をめ

ぐって参加者の活動が密度濃く集積していると

ころを組織と考えればよい．我々は，どこから

が山かと尋ねられれば答えにくいが，それでも

周辺より高く盛り上がった所を山だと認識して

いる．それと同じように，周囲と比べ，特定目

的をめぐる活動密度が高くなった所が組織なの

である．また，組織への参加者は，参入も退出

も原則として自由にできるから，組織の境界線

はたえず動いている．

　以上をまとめると，

・組織は，独自の日的を持つ目的集団で，目的

　達成のために協働のシステムを構築し，組織

　の名で行う行為とそれに対する責任の主体に

　なる.

・組織は，目的達成に向けて権威による人為的

　調整・統合を行い，その中で参加者は多かれ

　少なかれ拘束を受ける．

ということになるが，もう一つ付け加えると，

・組織は，複数の参加者が力を合わせる場であ

　るから，相乗効果によりパワーが増幅される．

　いわば組織は「パワー増幅器」である．

という点も忘れてはならない．

組織と拘束（結合パターン）

　組織をつくったり組織に入ることによって参

加者は拘束を受けるが，拘束のされ方は組織形

態によってかなり幅かおる．

　機械的組織（官僚制組織）と有機的組織・ホ

ロン組織とを比べれば，後者においては参加者

の自由度は大きい．市場において自営業やフ

リー（自由業，フリーターなど）として行動する

場合ほどではないにせよ，有機的組織・ホロン

組織では自由裁量権がかなり与,えられている．
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　また，組織の内部においても，市場と同じよ

うに需給原理が作動することもある．例えば，

成員の持つ技能・知識に稀少価値のある場合，

その評価つまり価格は上昇する．逆に，組織内

で高い評価を下される技能・知識を獲得しよう

と成員は努力する．その結果，そうした技能・

知識の供給量は増える．また，部門間の内部取

引のように，市場取引を模した取引も見られる．

　組織の成立ちが，「組織十組織」の場合にも，

かたい結合からゆるい結合まで幅かおる．この

ことは，合併，系列化，企業グループ，ネット

ワーク組織, Virtual Corporation, 同業組合，

業務提携, OEM,カルテル，結託（Collusion）

など結合の様々の形態（組織問関係と呼ばれるも

のも含めて）を考えてみればよくわかるだろう．

　なお，「組織十組織」の結合パターンの場合，

一時的な結合と長期継続的な結合，対等の結合

と非対等の結合にも分けられる．上述のゆるい

結合は，大体は一時的で対等の結合であること

が多い．

組織と市場の連続性

　組織とは，参加者にとって協働・拘束だとか

相］りﾐ制御システムだと言えると述べたが，有機

的組織・ホロン組織や，「組織十組織」のゆる

い結合を考えあわせれば，実は，組織と市場と

の開には連続性が認められる．

　組織（内部組織）,系列，ネットワーク組織，

Virtual Corporation,市場（完全競争市場）と

いうように並べれば，右へ行くほど拘束がゆる

く，成員の自由度が増す．拘束一自由の軸上を

一線に並ぶわけで，そこに組織と市場の連続性

が表れている．また，組織にも有機的組織，ホ

ロン組織，協同組合, Workers Collectiveの

ように成員の自由度の高いものがあるし，逆に，

市場にも寡占化・独占化つまり組織化が進んだ

10）今井賢一・金子郁容『ネットワーク組織論』

　　（岩波書店,1988）
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ものや，政府により規制されているものにれ

も一種の組織化である．例えば「日本株式会社」.

100%規制されれば計画経済で，これは国全体が一つ

の組織）がある．すなわち，組織にも成員の自

由や需給原理の作動が見られるし，市場にも拘

束や計画が見られる．さらに，組織は市場化の

芽をはらんでおり（結合の緩和，組織の解体）,

逆に市場は組織化の芽をはらんでいる（寡占化，

規制強化）.このように見てくれば，組織と市場

とは連続線上にあって，ただ程度に差かおるだ

けで，ある程度同一土俵上で分析できると考え

られる．

　しかし，連続性を強調するあまり，組織も市

場もいっしょくたにして論じるわけにはもちろ

んいかない．組織化は，少なくとも私的利益の

ために行われるもの（私的糾織化）と公的観点

から行われるもの（公的糾織化）に分けて考え

る必要かおる．さらに，私的組織化は，意図的

につくられるものと競争の結果生じるものとに

分かれる．

このうち公的組織化（計画，規制）には，社会

的公正や社会の安定・長期的発展を考慮した施

策（福祉，教育，雇用，環境規制など）が含まれ

るわけで，単に組織＝拘束の観点からだけ見る

べきではない．もっとも，公的組織化が行政機

関の利益（権限維持・拡張など）のために生じれ

ば，それは問題である（最近の規制緩和の議論に

おいても，単に自由化するというよりも，この点が

重要である）.

　また，連続線上にのせて共通点を考察するだ

けでなく，少なくとも両極（内部組朧完全競争

市場）と中間形態（ネットワーク組織など）の三

つ（理念型ないしモデル）に分けて，それぞれの

相違点および長短を比較研究する必要かおる．

そのようなモデル分析の場合は，組織は拘束

（協働）とパワー増幅，市場は自由（競争）,中

N0．2

間形態は両者の折衷（いいとこどり）だと特徴

づけて考察を進めることになるだろう．

　さて，再び連続線上の話に戻るが，組織と市

場には代替関係が見られる．マクロの経済シス

テム全体で見れば，市場経済システムを採用す

るか，計画経済システムを採用するかの選択が

それであり，一方，ミクロの企業レベルで見れ

ば，市場で生産財を調達するか，調達先を吸収

して組織に取り込んでしまうかの選択がそれで

ある．こうした選択の際には，中間的な形態も

ある．マクロレベルでは，混合経済システム・

福祉国家がその例であり，またミクロレベルで

は，系列やネットワークがその例である．中間

的形態はもちろん，両極端のいいところを取ろ

うとしたものである．また，社会全体を見れば，

組織と市場とその中問形態の三つのモデルが

ミックスされているのが普通である．その意味

では，組織と市場とは補完的だと言える．

　ミクロレベルにおける組織か市場かの選択は，

取引コストの経済学によると，経済性だけを考

えて行われる（不確実性，情報偏在によるコスト

を抑制）とされるが，それだけではない．　ノマ

ワーの増大もがらんでくるし，威信の獲得もか

かわってくるだろう．さらには，一体化欲求も

潜んでいるかもしれないご一方，マクロレベル

において市場システムだけにゆだねず，何らか

の計画システム（政府規制のような準計画システ

ムも含めて）を導入する場合には，もちろん経

済的効率吐だけでなく，社会的公正や基本的人

権への配慮がなされている．

　また，今まで拘束一自由の輔と言ったが，拘

束は言い換えれば協働・協調であり，自由は競

争を意味するから，協調一競争の軸と言うこと

もできる．両極を考えると完全な一体化と，逆

に完全な敵対的競争が考えられるが，実際はそ

の中間のどこかにある．経済学は完全な敵対的

競争を想定してきたが，もっとエコロジー思考

（システム全体で共存・共生）を取り入れるべきで

ある．

11）　G. Morgan, IMAGES　OF　ORGANIZA

　　TION（Sage, 1986）
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経営学と経済学

　通常，経営学はミクロの企業経営を，また経

済学はマクロの国家経済や世界経済を研究対象

にすると言われる．しかし，いままで考察して

きた組織と市場の観点から言えば，経営学は組

織を対象とし，経済学は市場を対象とすると

言ってよい．そうすると，組織は国家大に広が

ることもあるため，経営学の対象は必ずしもミ

クロだとは言えない．

　典型的な組織では，権威により参加者を調

整・統合し，目的達成に向かう．そのため，経

営学では具体的には，リーダーシップ，意思決

定，コミュニケーション，組織編成，モーティ

ヴェーションなどが研究課題になる．これは，

人間によって担われるマネッジメントであり，

人為的な調整の問題である．

　一方，典型的な市場では，参加者は自由に経

済活動し，全体の調整（需要D,供給s,価格p

の調整）は需給原理によって自動的になされる．

そのため，経済学では，需給原理による自動的

調整メカニズムがどのように作動するかが関心

事になり，それはD, S, pの関係式で表される

（一般均衡論のように）．また，完全競争「↑i場はパ

レード最適を実現することが証明され，そこか

ら，完全競争，自由放任の尊重が提唱される．

まさに組織の人為に対し，市場は自然を旨とす

る世界である．

　しかし，市場は残念ながら万能ではなく

（「市場の失敗」など）,そのため，補正の必要が

生じる．ケインズ政策，福祉施策，環境保乱

公共財などがそれで，これらも経済学の中で取

り上げられる（但し，主に経済性の観点から）.

　経済学では，人問は合理的に行動する「経済

人」だと見る．そして，そういう経済人が「対

等に」取引・交換する場としての市場を分析す

る．その結果，個体間のパワー格差は顧みられ

ることはない．もちろん，独占や独占的競争も

考察対象に加えてはいるか，ゲーム論的に分析

するのみで，パワーはそこでも無視されている．

　それに対し，経営学では，権威による人為的

調整統合の行われる組織を対象とするだけに，
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当然パワー分析が入ってくる．また，学問の前

提としての人間観についても，経済学のように

狭く限定した見方はしない．つまり，人間の経

済合理的な側面だけ見るのではなくて，様々の

欲求の渦巻くどろどろした側面にも目を向ける．

経済学がD,S,pの関数関係や, GNP,物価，

失業率，利子率，税率など数字に還元して説明

するのに対し，経営学では人間が，しかも全人

的な人間かもろに表に出てくる．そしてそうい

う人間が活動する組織を総合的に考察する．こ

の意味で，経営学は人間的かつ総合的であり，

また，研究方法としては学際的である．

組織と目的(目的の複合性とあいまい性)

　組織は一定の目的を達成するためにつくられ

るが，その目的はいつも明確とは限らないし，

また単一とも限らない．まず，目的は私的目的

と社会目的とに分けることができる．よく企業

の目的は利益追求だと言われるが，それは組織

自体の存続発展，ひいては成員のニーズ充足と

直結しているから，私的目的の一種である．一

方，企業は財・サービス供給を目的とすると言

われることもあるが，それは社会的分業システ

ムの中で企業が分担している社会的機能である

から，社会的目的の一種である．このように見

ると，組織は私的目的と社会的目的をあわせ

持っているのがわかる．

　しかも，私的，社会的両目的とも内容は単一

ではない．私的目的については(D地位・名

誉，剛一体化・仲陽意識, (3)遊び・ゲームな

どの欲求ががらんでくる．例えば，(1)につい

ては，威信・誇りを持つための組織規模拡大，

権力をふるうためのパワー源獲得，名声を博寸

ための組織的成功，(2)については，一体感を

持って熱く燃えたいがための協働・協力, (3)に

12）A. Ethioni, THE MORAL DIMENSION

　　（TheFree Press, 1988）,高田保馬ご勢力論よ

　　（岩波書店, 1959）

13）拙稿「企業の目的は何か」（京都大学経済論

　　叢第152巻　第-i号, 1993）
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ついては，遊びとしての仕事，ゲームとしての

他企業との競争・駆引きなどがそれである．こ

うしたものも，私的目的になりうる．

　一方，社会的目的については，企業の場合，

財・サービス供給だけでなく，剛資源・環境

問題への配慮, (2）企業市民としての自覚など

も社会から要請されており，これらももちろん

社会的目的になる．ちなみに，大学の場合，よ

く目的は研究，教育だと言われるが，これら二

つはいずれも大学の社会的機能として大学の社

会的目的に含まれる．大学の私的目的としては，

少なくとも存続発展が挙げられるが，上述の私

的目的に関する諸項目も係わってくる．

　以上のように，組織の目的はふつう複合して

いる．そのため，目的間の衝突が生じる恐れか

おり，その調整が必要になる．とりわけ，私的

目的と社会的目的との問の調整が問題になり，

それはなかなか難しい．しかし，一応は次のよ

うに考えられよう，いま，目的がA, B,……

Nあるとする（企業目的はΛからNまで合わせた

複合目的）と，まずそれぞれに満足基準を求め

る．そして, A, B，……Nいずれもが満足基

準を超えるようにする．その後, A, B,……

Nいずれかにウェイトを置いてさらに増大さ

せる（いずれかを最大化目的に選び，残りを制約条

件にする場合もこれに含まれる）.このウェイトつ

けと，先の満足基準設定は組織の主体的判断に

ゆだねられる．また, A, B,……Nのいずれ

かが満足基準に達しない時は，いずれを優先さ

せるか（例えば，利益か環境保護か）を判断しな

ければならないが，この場合も組織の主体的判

断にゆだ釣られる，もちろん，組織の判断の背

景には，社会的状況（例えば環境汚染の深刻化）

があ以一種の「状況の法則」が働いて，何を

優先目的にすべきかおのずと明らかになること

も多い．

　以上，目的の複合性について述べたが，次に

目的設定に際しての参加者間の調整も問題にな

る．個人目的と組織目的とは異なるうえ，参加

者問に利害・意見・認識に相違かおるのが普通

である．企業の場合は，甲は利益追求，乙は社

No. 2

会的責任にウェイトを置こうとするかもしれな

い．また大学においては甲は研究，乙は教育，

丙は経営を優先させようとするかもしれない．

こうした場合，話合い調整，妥協などにより合

意形成がはかられたり，時には力関係によって

決着がつくこともあるだろう．また，合意が無

いままともかくも進行し，しかも反対者が組織

を去らない（自発的意思で）こともある（反対者

の目的・価値が潜伏し，同床異夢の状況になる）だ

ろう．以上を図解すると，次の通りである．

　日的は一応の（Prima faima facie）の目的に

すぎない．なぜなら，時系列的に考えると，環

境は変化するから，組織も変化を考慮しながら

行動する必要がある．そこで，かつて棄却され

た目的が将来復活することもあるだろう．また，

根本的に考えて，究極の目的はだれにもわから

ない．目的一手段の連鎖はある程度までしか遡

れない（目的論の陥せい）からである．さらに，

目的は事後的にしかわからない，やってみない

とわからないことも少なくない．行動を事後的

に正当化する場合がその例である．このように，

目的には常にあいまいさがつきまとっている．

　先に「組織の本質」のところで，組織とは特

定の目的を達成するための目的集団だと述べた

が，理念型としての組織ならいざしらず，現実

の組織においては，目的は複合しており，しか

もあいまいさを残している．この点から考えて

乱　組織と全体社会（市場）には連続性が認め

られよう．

14）それは多様な価値の共存状態である．飯尾要

　　『経済・経営システムと情報技術革命J （日水評

　　論社，1994）,第3章　第5節

15）Prima facieについては, F. Feidman, IN-

　　TRODUCTORY　ETHICS （Prentice-Hall,

　　1978）,Chap. 10
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　前節で組織と市場を比較しつつ，組織と市場

は拘束（計画）一自由（需給原理）の軸上で連続

性かおり，従ってまた代替的・補完的関係もあ

ると述べたが，ここでは，市場の問題点と組織

を関連つけてとらえるとともに，組織そのもの

の問題，つまり「組織の失敗」について考察す

る．

市場の問題点と組織

　各経済主体が自由に財・サービスを生産・供

給しあい，それらの需要・供給・価格は需給原

理によって自動的に調整され，社会全体として

も最適状態（パレート最適）がもたらされるよ

うな場が市場である．言い換えれば，計画によ

る統制を本質とする組織に対して，自由な経済

活動が需給原理によって自然に調整されるのが

市場である．しかし，市場は残念ながら万能で

はない．まず，いわゆる「市場の失敗」が挙げ

られる．すなわち，

・費用逓減（自然独占）,競争の結果としての寡

　占・独占

・公共財，外部経済・不経済

・情報偏在，不確実性

・混雑現象（私的費用と社会的費用のかい離）

などの困難な現象かおる．これらは，市場では

供給できないか（純粋公共財），市場での供給は

非効率か（情報偏在）,市場にゆだねると資源配

分がゆがんだり（独占）,公正がそこなわれた

り（混雑現象）する場合で，一言で言えば，市

場がうまく機能しない場合（機能不全）である．

これらに対しては，政府が公的に関与･して対処

する．独占禁止政策，公益事業管理，公共財の

供給，外部性への対処（外部経済の内部化，環境

規制など）,公的資格の付与- （許認可，JISマーク

など．これらは情報偏在への対処になる）などがそ

れである．

　また，政府はマクロ経済の均衡の維持（雇用，

物価，国際収支の安定，経済成長など）,福祉・教

育など価値財の供給も担当する．これらも，上

2ター

述の「市場の失敗」への対処と同様に考えられ

る．

　政府の公的介入・規制は市場に組織原理（統

制・計画）を持ち込んで，いわば市場を組織化

することであるが，民間の側からも組織化によ

り「市場の失敗」に対処することがある．その

典型的な例は，情報偏在による取引コスト増大

に対処するために，取引先を内部組織に取り込

んだり，系列化など中間的形態をつくったりす

る場合である．また，外部性を組織化により解

消すること（外部性の合併解）もその例に入る．

このように，市場の不備を補うための組織化は，

公的サイドからと民間サイドからに分かれるが，

およそ次のように図解することができよう．

　次に，上述の「市場の失敗」の他に，むしろ

市場がよく機能するゆえにこそがえって問題が

生じる皮肉な場合を考える．それは，次の三つ

に分かれる.

・交換経済をめぐって

　　過度の需要創造，少量必須需要の排除，

　　Radical monopoly

・競争経済をめぐって

　　共倒れ（囚人のジレンマ）,開発競争・重複

　　投資などによる資源浪費，善意の企業の淘

　　汰（グレシャムの法則）

・貨幣経済をめぐって

　　交換価値基準にともなう資源・環境非合理

　　性，バブル，ハイパーインフレ

これらに対しては，もちろん公的に対処される

が，民間レベルの組織化によって対応できるも

ともある．

16）拙稿「企業経営と自由経済システム」（追手

　　門経済論集，第29巻　第レ号，1994）
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　例えば，過当競争しているライヴァル同士が

「組織十組織」型の結合（合併のような固い結合

にせよ，業界協調のようなゆるい結合にせよ）をす

れば，過当競争の弊害を避けることができるだ

ろう．また，垂直統合などにより組織が拡大す

れば，組織は原則として計画で動くから，それ

だけ過度の需要創造といった状況を避けられる

かもしれない．さらに，これは非常に重要なポ

イントだが，組織内部では物量ベースで計画さ

れることが多いから，組織化が進めばそれだけ

交換価値ベースの問題点（資源・環境非合理性を

はじめ）を克服できるはずでする．このように，

組織は，交換経済，競争経済，貨幣経済の三つ

をめぐる市場の問題点を克服するのにも寄与す

る．

組織の失敗

　組織とは元来，複数の参加者の協働によって

パワーを増幅することにより，単独ではなしえ

ないこと，あるいは協ﾌﾟｺする方がより能率があ

がることをするための手段であるが，市場との

関連で見れば，上述のように市場の問題点に対

処するための手段にもなる．しかし，もとより

組織とていいことすくめではない．まず，組織

が所期の目的を果たせない場合，いわば組織の

機能不全かおる．それは計画の失敗や，官僚制

の逆機能であるが，次のように整理できよう.

・計画の失敗に関しては，組織が大規模化する

　ほど，計画統制が困難になり，情報伝達にも

　歪み・遅れが出る．

　成員は，外部のニーズに応えるよりはウチワ

　を向いて保身・立身をはかったり，他の成員

　に過度に依存したり（フリーライト）,親方日

　の丸など制度の過保護を受けたり（レント

　シーキング）,また制度的過保護のためやる

　気・創意を失ったりする傾向かおる.

・官僚制の逆機能に関しては，杓子定規，セク

17) J.M.Buchanan, TOWARD　A THEORY

　　OF THE RENT SEEKING SOCIETY (Texas

　　A&iVI Univ. economics series,1980),Chap. 1

N0．2

ジョナリズム，目的の置換，規則の自律化など

が挙げられるが，それらを回避しようとして規

則を強化すればかえって悪循環する傾向かおる.

・上記のはか，パーキンソン，ピーター，グレ

　シャムの法則が働いたり，また，慣性が生じ

　て変革を困難にするのもよく見られることで

　ある．

　次に，組織が機能して目的を果たしたとして

も，もともと組織化すること自体にともなう問

題かおる．それは次の二つである.

・対内的問題:参加者・成員を拘束する恐れが

　ある．もっとも，成員には決められたことだ

　けしていればよいという気安さはある（これ

　が行き過ぎて他者にオンブされるようになる

　とフリーライK).また，外界での厳しい競

　争から護られるというよさもある（専属とフ

　リーを比較したり，名刺の肩書の効用を考えれば，

　これは自明．行き過ぎればレントシーキングにな

　る九　しかし，多かれ少なかれ拘束の不自廿

　さは免れない.

・対外的問題:外部社会との間に摩擦が生じる

　恐れかおる．組織が大規模化してパワーを増

　幅するほど，この恐れは大きい．また，個人

　と社会との間に組織が介在することも摩擦の

　原因として重要である．すなわち，個人は組

　織を「かくれみの」にして私益を追求したり，

　責任所在のあいまいさに乗じて責任のがれを

　したり，数を頼んで悪に走ったりすることも

　ある．この場合，悪を自覚しても，既得権を

　護ろうとする集団圧力が強い（特に集団主義

　の組織では）と，自己の信念を貫くことは難

　しい．これが組織介在によって摩擦が生じる

　場合のメカニズムである．

上記二つの中で，対内的問題に対しては，人間

関係論的対応（モーティベーションなど）,複数

集団への同時所属，労働流動欧の向上などで対

18）J.G.マーチ･H. A.サイモン『オーガニゼー

　　ションズJ （土屋守章訳，ダイヤモンド社，

　　1981）,第3章

19）前掲拙著『経営と社会』第2章　第3節
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処される．また，対外的問題に対しては，独占

禁止政策，対抗力育成，チェック機械確立（消

費者参加，オンブズマン，情報公開など）などで対

処される．以上のうち，複数集団への同時所属

や，消費者参加などは，いわばマトリックス社

会の形成になると見てよい．お互いに他の組

織・集団に参加しあうからである．「マトリッ

クス化」によって，個人は視野が広がり，生き

がいにもなるし，またそれは組織のチェック機

構としても期待できる．

　ここで，組織と自由について付言しておく．

組織は，内部の参加者にとっては協力・拘束の

しくみであるが，組織自体は外部社会（市場な

ど）で自由に行動する．そしてパワーを蓄える

ほど，その影響力は（プラス方向にもマイナル方

向にも）大きくなる／そのため，多くの個人は

組織の一員にならないと存続するのが難しい．

つまり，組織に入らない自由は大きく制約され

ている（組織をつくる自由はあるが）.このことは，

市場において経済活動，競争の自由はあるが，

自給自足の自由や，競争しない自由が事実上無

いのとパラレルになっている．

　もう一つ規制緩和と組織との関連に触れてお

くと，規制緩和は拘束からの解放，脱組織化

（逆に言えば自由の伸長，市場化）という意味を

持っている．その一方で，同じく拘束をもたら

す一般の組織はそのままになっている（ただし，

独占はチェックされる）.しかし，規制緩和は公

的組織（上からの組織化）,一般の組織は民間の

ものという違いがあるから，同列では論じられ

ない（もとより，拘束・自由（市場経済の利点）の

観点だけでなく，グローバル経済での競争力維持や，

中央集権の是正の観点も入ってくることは明らかで

ある）.

　ここまで，組織についての考察は「合理的」

に行ってきたつもりである．しかし，非合理的

な側面も見落とせない．これは市場についても

同様である．市場は，合理的に見れば，互いに

必要なモノを効率的に供給しあう場だと言える

が，実際はそうでもない．市場では，モノであ

ふれるほど豊かになったのに，資源浪費・環境

－μ-

破壊や仕事中毒をおかしてまで，モノの生産販

売に依然として狂奔している．機械化・ロボッ

ト化で楽になったはずなのに，相変わらず忙し

くしている．新産業が興って雇用機会が創出さ

れながらも，一方で雇用が無くなり（互いに雇

用をつぶしあっているようにも見える）,また移転

するのにも大きな摩擦が生じる（雇用は一般の

商品のように価格だけでは調整できない）.一体何

をしているのだろうか?どうも経済合理性だけ

では説明できそうにない．組織も，市場と同じ

で，一体なぜ組織をつくり，組織で一体何をし

ているのかを考えれば，合理性だけでは割り切

れないことが出てくる．

お　わ　り　に（組織の将来）

　組織の将来は，組織と市場を止揚したところ

にあると思う．止揚には二つあるご一一つは，現

代の産業社会の中で組織，市場のそれぞれの短

所（組織は拘束，パワー，市場は，競争自由が行き

過ぎた時）を矯正し長所を伸長したシステムを

構築することである．この点はすでに本論で述

べた．二つ目は，大きな歴史の流れの中で止揚

を考えることである．ここでは，以下後者につ

いて述べて，本稿を締めくくる．

　歴史の流れは，大きくは農業社会から産業社

会への流れだと見てよい．産業社会は世界史的

には産業革命以降急速に進展した．現代は情報

社会に片足を突っ込んでいるとも言われるが，

大枠では依然として産業社会の中にいると考え

られる．

　農業社会では地域ごとに農業を中心として多

くは半ば自給自足していたが，商工業の発達と

ともに次第に分業・交換が進展し，その輪も拡

大し産業社会に入っていった．分業・交換経済

の産業社会になると，互いに得意とする分野を

分担し（社会的分業，組織内分業）,市場で互いの

必要物を交換して生活を営む．そこでは，市場

で売れるモノをつくって売り込まねば存続でき

ないから，いかに売れるモノをつくるか，それ

をいかに多く，いかに高く売るかをめぐって競
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争になる．そして，理想的には各人の利害は市

場で調整される．こういう産業社会，つまり分

業・交換と市場経済の輪はグローバル化ととも

に今や地球大に広がっている．

　農業社会から産業社会への上述の変化を組織

ないし集団の面から見れば，イェ，ムラといっ

た状態集団から，企業，官庁，学校などの機能

集団（＝組織）への重点移行であった．農業社

会では，イェ，ムラといった複合機能を持つ状

態集団が大勢を占め（軍隊のような機能集団も

あったが，機能集団のウェイトは小さい）,それら

は機能の一つとして生産も担っていた．具体的

にはイエは，子育て，教育，福祉（老人介護な

ど），宗教（祖先祭祉）,憩いなどの場であると

ともに，生産機能も担っていた．それが産業社

会になって分業・交換経済が進展すると，イェ

が担っていた複合機能をそれぞれ専門の集団が

担うようになった，生産は企業，教育は学校，

医療は病院というようにである．こういう嘔一

の専門的機能を担う集団が機能集団で，それは

機能（＝目的）を果たすために組織化されてい

るから組織でもある．

　産業社会においてこれら機能集団（組織）の

中で最も大きなウェイトを占めているのは企業

である．この企業は，農業社会のように閉鎖

的・計画的なしくみ（自分たちが食べるだけをつ

くる）の下にあるのではなく，分業・交換の輪

が広かった市場システムのトに置かれているた

め，互いに存続発展をめざして激しく競争する

ように仕向けられている．その結果，機能（目

的）は社会的にはモノ（必要物）の供給であり

ながら，あたかも利益追求という私的目的がす

べてであるかのような認識がなされるまでに

至っている．また，集団の性格で言えば，ゲゼ

ルシャフトという功利的な場になっている．

　産業社会の中の組織の代表として企業を考え

ると，企業は，生産という単一機能に特化した

機能集団として，市場システムの下で売らねが

存続できないという状況に置かれ，販売・利益

追求のマシーンのようにみなされている．しか

も，対内的にはゲゼルシャフトの性格を宿し，

No. 2

また対外的には組織巨大化，ネットワーク拡大

を通じパワーを蓄積し，社会に大きな影響力を

持つに至っている．このような企業にとって，

今後どのような方向が考えられるだろうか?

・まず，目的を考え直すこと．目的は利益だけ

　でなく，社会的な要請（資源･環境への配慮を

　はじめ）も含めて「複合的」に捉える必要が

　ある．現在，ワーカーズ・コレクティブ，各

　種協同組合はもちろん，一部の心ある企業に

　おいても，こうした考え方が取り入れられて

　いるが，まだまだ少数派の域を出ない．もっ

　と一般化することが望まれる．また，上記の

　ワーカーズ・コレクティブなどでは，福祉や

　環境などふつうは営利ベースに乗りにくい分

　野を手掛けているが，それらは今後ますます

　社会的ニーズの高まる分野である．従って，

　一般の企業も，それらのニーズに応えていか

　ねば（利益だけでなく，社会性の観点ももっと入

　れて）,将来の存続発展はおぼつかないであ

　ろう.

・次に，参加を制度化すること．消費者参加，

　オンブズマン，情報公開，外部重役など種々

　の形の参加が提唱されているが，いずれにせ

　よ建設的・友好的に組織と話し合えるような

　形の参加を制度化し，社会を「マトリック

　ス」化する（企業人は家に帰れば消費者である

　から，結局はお互いに参加しあうシステムになる）

　必要かおる．それによって，大きな組織や

　ネットワークのパワーに対抗し，互いに

　チェックしあって暴走を避けることができる

　だろう，これはまた，より大きなシステムの

　中での自システムを考えてみることでもある．

　自己を包むシステムの存続無くして自己の存

　続もありえない（システム思考・エコロジー思

　考）からである.

・最後に，競争の行き過ぎを改め，協調・共

20）赤岡功『エレガント・カンパニーJ （有斐閣，

　　1993）,内橋克人『共生の大地』第1章「使命

　　共同体のパラダイム」（日本経済新聞1994. 4.

　　17より毎日曜日に連載）
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存・共生を真剣に考えること．競争は確かに効

率を向上させるが，それにしても現在は競争礼

賛の風潮が強すぎるように思える．競争相手と

の，外国との，そして自然との，共生無くして，

狭くなった宇宙船地球号では存続していけない．

システムの要素は元来，競争しつつ協調する，

あるいは協調しつつ競争するようにできている

（一見矛盾しているようだが）のである．それを競

争だけ取り出してそのメリットばかり論じるの

は偏った見方である（個人主義，アトム的個人の

自由競争，自然との対決という欧米の思想的伝統に

根ざしていると思われる九競争と協調はセット

にして考えねばならない．

歴史を振り返ると，農業社会では，イエ・ムラ

が人生の大半を送る集団であったが，そこは

「複合」目的・機能を持っており，また共存集

団とも呼ばれるよう共存・協調を理念にし，自

然とも共生をはかっていた（循環経済）.それが

-
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産業社会に入ると，ばらばらの個人に分解して

各々機能集団の一員として，市場システムの下

で「売らねば存続できない」という状況に置か

れ，互いに激しく競争することを余儀なくされ

るようになった．それは，物質的豊かさをもた

らしはしたものの，一方で，資源・環境問題，

精神的荒廃などの原因にもなっている．そこで，

再び，目的の複合性（農業社会と同じ意味ではな

いが）や，他者・自然との共生に思いを致さね

ばならなくなっている．だがこれは，農業社会

への回帰では決してない．農業社会が協調を旨

とする組織の社会とすれば，産業社会は自由・

競争を旨とする市場の社会であり，後者の問題

点を超えて新しい展望を開こうとすれば，両者

つまり組織と市場の止揚が問われているのであ

る．

(平成6年10月13日受理)
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